
















（A Consideration about the Meaning, “excluding costs for 





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（53） 岡村・前掲注15、182 ～ 183頁。
（54） なお、法人税法65条の別段の定め該当性に争いがあることにつき、泉絢也「租税
行政立法を巡る諸問題―大阪高裁平成21年10月16日判決及び東京地裁平成24年12月
７日判決に触れて―」税務事例46巻６号47頁（2014）の脚注18参照。また、租税特
別措置法は、法人税法の特例であり（１条）、ここでいう別段の定めには該当しない
と説明するものとして、注解法人税法研究会「注解法人税法」会計ジャーナル1972
年１月号153頁（1972）、武田昌輔『法人税回顧六〇年～企業会計との関係を検証す
る～』135 ～ 136頁（TKC出版、2009）、同「法人税法全文改正に関する若干のコメ
ント」村井正先生喜寿記念論文集刊行委員会編『租税の複合法的構成』139頁（清文社、
2012）、増井良啓『租税法入門』221頁（有斐閣、2014）参照。
（55） この点について、武田昌輔「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」税大
論叢３号125 ～ 126頁（1969）参照。上記のような指摘は、例えば、法22条２項の「無
償による資産の譲渡その他の取引」からも収益が生ずることを規定している部分につ
いても、同様に当てはまるものであろう（黒澤清＝番場嘉一郎監修『体系制度会計第
１巻　基礎理論』312頁〔武田昌輔執筆〕（中央経済社、1978）、高木克己「法人税法
における益金の概念」駒大経営研究37巻１＝２号25 ～ 27頁（2005）参照）。
（56） 碓井光明教授は、金子宏教授の上記見解に対し、「将来生ずる費用は、債務確定
主義を待つまでもなく、損金に算入しえないという前提で法22条が構成されている」
として、反対の立場を明らかにされている（碓井・前掲注25、10頁）。ただし、碓井
光明「判研」ジュリ585号155頁（1975）も参照。
（57） 実際、本件通達も、法22条３項２号の償却費以外の費用で当該事業年度終了の日
までに債務が確定しているものとは、「別に定めるものを除き」、債務確定３要件の全
てに該当するものをいうと定めており、債務確定３要件という一般的・抽象的な要件
のみによって、債務の確定が問題となる場面を全面的に解決することを想定してはい
ないのである。例えば、法人税基本通達は、租税の損金算入時期については、本件通
72
達とは別に９－５－１において、より具体的な取扱いを定めている。なお、債務確定
３要件について、かかる要件を具備しなければ、債務確定とはいえないということで
はなくて、この３つの要件が具備されれば債務確定があるという、債務確定の判断の
１つの要素として例示をしたものであると解する見解として、渡辺淑夫＝山本守之『法
人税法の考え方・読み方〔４訂版〕』94頁（税務経理協会、1997）参照。
（58） この点に関する議論について、武田昌輔「損金と債務の確定」租税研究198号35
頁（1966）、小山・前掲注２、121頁参照。
（59） この点につき、退職給与引当金の文脈ではあるが、平成８年11月付け政府税制調
査会「法人課税小委員会報告」第２章の６（４）②参照。
（60） 例えば、法人が、勤務成績の優秀な従業員を海外旅行に招待する費用の損金計上
時期について、当該従業員に対し海外旅行を提供する債務又は旅行業者に対する旅行
代金支払債務のいずれを基準に、債務の確定を判断すべきであるかという問題がある。
参考として、熊本地裁平成13年３月29日判決（税資250号8870順号）及びその控訴審
である福岡高裁平成13年11月15日判決（税資251号9023順号）参照。
